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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 4,140 3.5 487 △7.2 562 △8.4 282 △11.1
21年3月期第2四半期 3,998 ― 525 ― 614 ― 317 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 1,592.58 1,591.79
21年3月期第2四半期 1,787.82 1,786.74

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 11,598 9,337 79.9 52,247.94
21年3月期 11,642 9,414 80.6 52,902.56

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  9,264百万円 21年3月期  9,378百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 2,200.00 2,200.00
22年3月期 ― 0.00
22年3月期 

（予想）
― 1,700.00 1,700.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,600 6.7 860 △22.9 1,090 △12.9 580 △11.7 3,271.51



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料等に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ
いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績
予想に関する定性的情報をご覧下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 180,364株 21年3月期  180,332株
② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  3,044株 21年3月期  3,044株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 177,291株 21年3月期第2四半期 177,567株



当第２四半期におけるわが国経済は、雇用情勢が悪化するなかで、景気は厳しい状況にあるものの、悪化のテン

ポが緩やかになっており、輸出や一部産業には持ち直しの兆しがみられる状況となりました。 

介護保険制度につきましては、平成21年４月、深刻化する介護スタッフ不足解消に向けて、介護報酬改定で報酬

を全体で３％アップさせることとなり、福祉用具等につきましても、給付対象品目の追加がありました。また、当

社子会社で展開している小規模多機能型居宅介護（以下、小規模多機能ケア）につきましても、高齢者の在宅にお

ける生活を支える重要な柱となるサービスと位置づけられ、事業開始後一定期間における経営の安定化を図るため

の報酬の加算や夜間の人員配置基準の緩和などサービス普及のための各種施策が実施されました。 

こうしたなか、当社グループは、平成21年４月の介護報酬改定を受けて、平成22年３月期から平成23年３月期ま

での２か年を対象とした中期経営計画を策定いたしました。「『高齢者ケア事業』のリーディングカンパニーへ」

を中期経営ビジョンとして掲げ、主力である福祉用具サプライ事業及び在宅介護サービス事業の他、アクティブシ

ニア向け商品販売、健康・予防支援及び海外展開などの新たな取組みにより、介護保険第２ステージでのさらなる

成長を目指してまいります。 

当社が中心に事業展開する福祉用具サプライ事業につきましては、福祉用具レンタル卸サービスでは、かねてか

らメーカーと連携を図り、新たなレンタル商品を積極的に導入していくこととしておりますが、当第２四半期につ

きましては、主力の電動ベッドにおいて当社初となるオリジナル商品「ケア優」のレンタルが本格的に始まりまし

た。当レンタル商品は、当社が創業以来培ってきたノウハウを結集し、ご利用者に優しい安全・安心な設計で最新

のJIS規格の認定も受けており、順調に稼動しております。 

高齢者向け商品販売では、引き続き介護予防関連商品及び介護施設向け商品のより一層の充実を図るとともに、

新たな取組みと位置づけるアクティブシニア向け商品のラインナップの充実に努めました。 

海外展開では、福祉用具の輸出入取引に加えて、東アジア諸国での高齢者ケア事業について具体化を進めており

ます。 

在宅介護サービス事業につきましては、指定居宅サービス事業者との連携・協働を図り、さらに病院・診療所等

の医療機関及び他の介護サービス企業等との業務提携も進めながら、小規模多機能ケアを中心に、地域に応じた複

合的な在宅介護サービスの提供に取り組んでおります。在宅介護サービス事業を担う連結子会社は全国９社とな

り、各拠点とも順調に稼動しております。 

以上の結果、当第２四半期の業績につきましては、売上高が 百万円（前年同四半期比3.5％増）、営業利益

が 百万円（前年同四半期比7.2％減）、経常利益が 百万円（前年同四半期比8.4％減）、四半期純利益が 百

万円（前年同四半期比11.1％減）となりました。 

なお、第１四半期より、事業部門の区分については「福祉用具レンタル卸サービス事業」及び「商品販売事業」

を「福祉用具サプライ事業」に変更しております。 

  

（１）資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当第２四半期末における資産合計は、前期末に比べ43百万円減少し、 百万円となりました。主な要因

は、流動資産の現金及び預金351百万円減少、固定資産の有形固定資産415百万円増加、投資その他の資産123百

万円減少等によるものであります。 

（負債） 

当第２四半期末における負債合計は、前期末に比べ33百万円増加し、 百万円となりました。主な要因

は、流動負債のレンタル資産購入未払金127百万円増加、未払法人税等208百万円減少、固定負債の退職給付引当

金20百万円増加等によるものであります。 

（純資産） 

当第２四半期末における純資産合計は、前期末に比べ77百万円減少し、 百万円となりました。主な要因

は、四半期純利益 百万円の計上による増加、配当金390百万円等による減少によるものであります。自己資本

比率は、前期末の80.6％から0.7ポイント減少し79.9％となりました。 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

4,140

487 562 282

２．連結財政状態に関する定性的情報

11,598

2,261

9,337

282



（２）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ350百万円減少し、当

第２四半期末には 百万円となりました。 

当第２四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 百万円（前年同四半期は得られた資金 百万円）となりました。主な要因

は、税金等調整前四半期純利益 百万円及び減価償却費 百万円等があったものの、レンタル資産の取得によ

る支出 百万円及び法人税等の支払額 百万円等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 百万円（前年同四半期は使用した資金 百万円）となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得による支出 百万円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 百万円（前年同四半期は使用した資金 百万円）となりました。主な要因

は、配当金の支払額 百万円等があったことによるものであります。 

  

平成22年３月期通期の連結業績予想といたしましては、上期についてはほぼ当社グループ見通しどおりに推移し

ており、下期についても事業環境の大きな変化を想定していないことから、売上高は8,600百万円、営業利益は860

百万円、経常利益は1,090百万円、当期純利益は580百万円を見込んでおり、平成21年４月28日付「平成21年３月期

決算短信」に記載の予想に変更はありません。 

業績予想は、当社グループが現時点で入手可能な情報による判断、仮定等に基づいて作成しております。今後の

国内外の経済情勢、当社グループ事業運営における状況の変化、見通しに内在する様々な要素や潜在リスク等の要

因により、結果的に実際の業績が見通しと大きく異なることがあります。 

  

該当事項はありません。   

① 簡便な会計処理 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。 

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

  

該当事項はありません。  

  

4,133

63 268

554 700

807 479
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28
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３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,134,708 1,486,225

売掛金 181,185 166,170

レンタル未収入金 885,922 861,358

有価証券 2,998,915 2,997,428

商品 20,216 20,743

貯蔵品 47,232 22,045

短期貸付金 2,000,000 2,000,000

その他 449,390 440,017

貸倒引当金 △48,000 △48,000

流動資産合計 7,669,571 7,945,988

固定資産   

有形固定資産   

レンタル資産（純額） 2,478,199 2,169,078

その他（純額） 731,991 625,634

有形固定資産合計 3,210,190 2,794,713

無形固定資産   

のれん 5,688 6,638

その他 133,470 192,351

無形固定資産合計 139,159 198,989

投資その他の資産   

投資その他の資産 582,338 705,906

貸倒引当金 △3,850 △3,850

投資その他の資産合計 578,488 702,056

固定資産合計 3,927,838 3,695,759

繰延資産 1,076 738

資産合計 11,598,486 11,642,486



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 96,954 92,853

レンタル資産購入未払金 312,418 185,031

未払法人税等 283,614 491,818

賞与引当金 136,705 125,591

レンタル資産保守引当金 512,200 492,600

その他 288,411 207,602

流動負債合計 1,630,303 1,595,497

固定負債   

退職給付引当金 411,971 390,990

役員退職慰労引当金 40,618 55,940

その他 178,242 185,360

固定負債合計 630,832 632,291

負債合計 2,261,135 2,227,789

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,897,275 2,897,075

資本剰余金 1,641,275 1,641,075

利益剰余金 5,127,381 5,242,164

自己株式 △401,326 △401,326

株主資本合計 9,264,604 9,378,988

少数株主持分 72,745 35,708

純資産合計 9,337,350 9,414,697

負債純資産合計 11,598,486 11,642,486



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 3,998,512 4,140,343

売上原価 1,948,804 2,110,536

売上総利益 2,049,708 2,029,806

販売費及び一般管理費 1,524,149 1,542,150

営業利益 525,558 487,656

営業外収益   

受取利息 20,449 11,765

ソフトウェア使用料 14,347 15,952

レンタル資産修繕収入 10,056 8,651

補助金収入 30,000 35,264

雑収入 14,382 4,676

営業外収益合計 89,234 76,310

営業外費用   

為替差損 － 584

雑損失 383 465

営業外費用合計 383 1,050

経常利益 614,410 562,916

特別損失   

固定資産売却損 138 －

固定資産除却損 7,262 8,024

特別損失合計 7,401 8,024

税金等調整前四半期純利益 607,009 554,892

法人税等 289,164 270,770

少数株主利益 386 1,771

四半期純利益 317,458 282,350



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 607,009 554,892

減価償却費 584,119 700,185

長期前払費用償却額 7,103 6,644

のれん償却額 843 950

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,060 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,285 11,113

レンタル資産保守引当金の増減額（△は減少） 15,100 19,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,715 20,980

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,400 △15,321

受取利息及び受取配当金 △20,854 △12,035

固定資産売却損益（△は益） 138 －

固定資産除却損 7,262 8,024

レンタル資産除却損 10,383 8,662

売上債権の増減額（△は増加） △73,895 △39,920

たな卸資産の増減額（△は増加） △128 1,054

前払費用の増減額（△は増加） 39,604 △2,694

未収入金の増減額（△は増加） △13,918 112

レンタル資産の取得による支出 △917,525 △807,934

仕入債務の増減額（△は減少） 2,347 4,100

未払金の増減額（△は減少） △11,907 27,781

その他 27,904 44,307

小計 299,929 530,505

利息及び配当金の受取額 22,019 12,074

法人税等の支払額 △53,030 △479,199

営業活動によるキャッシュ・フロー 268,918 63,381

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △45,981 △28,934

無形固定資産の取得による支出 △11,922 △8,880

投資有価証券の取得による支出 △61,162 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

5,346 －

長期前払費用の取得による支出 △4,408 △2,882

差入保証金の差入による支出 △976 △785

差入保証金の回収による収入 4,473 1,253

その他 △1,979 △3,543

投資活動によるキャッシュ・フロー △116,610 △43,772

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 40 390

自己株式の取得による支出 △32,474 －

配当金の支払額 △532,561 △390,030

財務活動によるキャッシュ・フロー △564,995 △389,640



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 142 △289

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △412,545 △370,322

現金及び現金同等物の期首残高 4,616,163 4,483,654

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 20,291

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,203,617 4,133,624



 該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）  

 当社グループは高齢者ケア事業の単一セグメントのため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。  

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。  

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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